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１ はじめに（新たな定員適正化計画の策定の必要性） 

 

平成１６年８月に１市５町が合併し、誕生した「五島市」は、財政力が弱い自治体同

士の合併であったこと、また、国の三位一体改革の時期と重なったこと等により、合

併直後は危機的な財政状況にあった。 

こうした厳しい状況下において、行政改革の推進と財政の健全化が不可欠であっ

たことから、平成１７年に「五島市行政改革大綱」及び「五島市財政健全化計画」を策

定した。 

行政改革大綱及び財政健全化計画を推進するにあたり、市政全般にわたる経費

の削減と自主財源の確保を図るうえで、職員数の削減、給与の見直し等による人件

費の抑制は避けては通れない重要な課題であった。 

こうしたことから、行政改革大綱に基づき、平成１８年８月に「五島市定員適正化計

画」を、さらに平成２３年３月に「第２次定員適正化計画」を策定し、同計画を着実に推

進したことにより、五島市の職員数は、平成１７年４月１日現在の７８９人から平成２６

年４月１日現在の６０８人に、この９年間で１８１人削減され、五島市の財政状況及び

人口規模に応じた人件費の抑制が図られた。 

しかし、平成２７年度から実施される普通交付税の合併算定替の段階的縮減等に

より、平成３２年度における普通交付税が平成２６年度確定額と比較して２５億円減

少する見込みであること（平成２６年度中期財政見通し）、さらに五島市の将来推計人

口が、平成２７年の３７，００７人から平成３２年の３３，７３４人に、５年間で３，２７３人

（８．８％）減少する見込みであること（国立社会保障・人口問題研究所 平成２５年３

月推計値）など、五島市を取り巻く財政状況は、今後更に厳しさが増すことが予想さ

れる。 

こうした状況を踏まえ、五島市では、財政規模、人口規模に応じた簡素で効率的な

組織運営を図りながらも、市民サービスの質的低下を招かないため、当市独自の地

域特性、産業構造、重点施策等を反映した戦略的な定員マネジメントが求められるこ

とから、今回、平成２７年度から平成３１年度までの５年間を計画期間とする「第３次

五島市定員適正化計画」を策定する。 
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２．これまでの定員適正化の取組について

（１）定員適正化計画の概要

・平成２２年４月１日の職員数６６４人を基準に、平成２７年４月１日の職員数を６０７人とする。
・削減目標△５７人

１．目標

・平成１７年４月１日の職員数７８９人を基準に、平成２２年４月１日の職員数を６４０人以下とする。
・削減目標△１４９人

２．方針

・職員１人当たりの人口に着目し、平成１６年３月３１日現在の人口（47,580人）を基準に、平成１７年４月１
日現在６０人であった職員１人当たりの人口を平成２２年４月１日には７５人とすることを目標（６４０人以下）
とした。
・類似団体のうち人口、面積とも本市の数値に近い、兵庫県篠山市や沖縄県石垣市等を参考に設定した。

２．方針

・目標の設定においては、類似団体等との比較の結果も参考にするが、類似団体との比較で反映されない
地理的要因等もある。また、平成２１年７月に、総務省より「地方公共団体における定員管理について」の通
知がなされ、国家公務員は平成２２年度から平成２６年度までの５年間で１０％以上の定員合理化を実施す
るものとしている。各地方公共団体も今回の国の方針を踏まえて、今後も、地域の実情に応じ、適正な定員
管理の推進に留意するよう助言あり。
・総合的に判断し、国家公務員並みの１０％削減とした。

３．実績

・平成２６年４月１日の職員数は６０８人

・平成２２年４月１日の職員数から△５６人（達成率９８．２％）

３．実績

・平成２２年４月１日の職員数は６６４人

・平成１７年４月１日の職員数から△１２５人（達成率８３．９％）

１．目標

第２次五島市定員適正化計画（計画期間：平成２２年度～２６年度） 
               （平成２３年３月策定） 

（検証） 
 第１次定員適正化計画においては、職員数の目標値には到達できなかったものの、５年間で１２５人の

削減を行った。第２次定員適正化計画においては、平成２７年４月１日の職員数目標値６０７人に対し、平

成２６年４月１日現在職員数が６０８人となっており、４年目の段階で達成率９８．２％となっている。 
 

3



（２）五島市組織機構の沿革

本庁２４課

本庁２５課

本庁２６課

本庁２８課

本庁２９課

本庁２７課

本庁２８課

富江９課、玉之浦９課、三井楽８課、岐宿１０課、奈留９課　　計４５課

富江８課、玉之浦８課、三井楽７課、岐宿９課、奈留８課

富江７課、玉之浦７課、三井楽６課、岐宿７課、奈留７課

富江４課、玉之浦４課、三井楽３課、岐宿４課、奈留３課

富江３課、玉之浦３課、三井楽３課、岐宿３課、奈留３課

富江２課、玉之浦２課、三井楽２課、岐宿２課、奈留２課　　計１０課

・　地籍調査課を本庁一元化

・　総務課を総務企画課、市民課を市民生活課、産業経済課を地域振興課に変更

支
所

平成16年8月1日
・　合併時

平成17年10月1日
・　企画調整課を廃止

平成18年4月1日
・　産業経済課、土地改良課（岐宿のみ）、建設課及び産業振興課を産業経済課に統合

・　税務課、福祉保健課及び水道課を市民課に統合

・　支所の地籍調査業務を本庁に集約して一元化

・　文化会館、歴史資料館、勤労福祉センター及び図書館を生涯学習課の内部組織として再
編

・　長崎がんばらんば国体を推進する部署としてスポーツ振興課を新設し、中央公園の業務
を統合

平成20年4月1日

平成21年4月1日

平成22年4月1日

・　各課所管の公園等の管理を一元化するため管理課を新設

・　情報推進課を新設して行政情報関連の業務を一元化

実施時期

・　合併時

取り組み内容

・　特命による重点事業を推進する独立した部署として豊かな島づくり市長公室を新設

・　保育所を本庁社会福祉課で一元管理

・　支所地区の給食センター業務を福江学校給食センターで一元管理

本
庁

・　建設課と都市計画課の業務を建設課と管理課に再編

平成19年4月1日

・　商工観光課を商工振興課と観光交流課に分離独立

平成17年10月1日

平成16年8月1日

・　文化推進室を新設（世界遺産登録への取り組み強化）

・　再編後の建設課は道路建設等技術業務を所管、管理課は公園等の管理業務を所管

・　都市計画課は廃止

・　複数係を統合して班制を導入し効率的な人員配置

平成25年4月1日

平成25年4月1日

・　再生可能エネルギー推進室を新設
平成26年4月1日

・　豊かな島づくり市長公室、企画課、文化推進室を廃止　⇒　市長公室を新設

・　農林課を農業振興課と農林整備課に分離独立

・　選挙管理委員会事務局を総務課に設置

・　総務企画課を廃止

平成21年4月1日

平成19年4月1日

（検証） 
 組織については、定員適正化による職員数の削減により、市民サービスが低下することのないよう、効率的で機動力

のある組織を構築するため、本庁と支所の役割を明確にしながら、社会情勢の変化や新たな行政課題、多様化する住

民ニーズに対応できるよう、随時見直しを行ってきた。 
 その結果、本庁については、合併時の２４課から平成２６年度の２８課に、支所については、合併時の４５課から各支

所２課ずつ計１０課の組織配置となっている。 
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（３）本庁及び支所職員数の推移と人口の推移

年月日 職員一人当たり人口

・ 職員数８００人（本庁５２２人、支所２７８人）（教育長を含まない）

平成16年8月1日 ・ 課長級２９人（本庁２４課、５支所）

（合併時） ・ 平成16年7月31日人口　４７，６１４人

・ 職員数７８９人（本庁５２４人、支所２６５人）（教育長を含まない）

・ 課長級２９人（本庁２４課、５支所）

・ 平成17年3月31日人口　４６，９０５人

・ 職員数７６６人（本庁５４０人、支所２２６人）（教育長を含まない）

・ 課長級３０人（本庁２５課、５支所）

・ 平成18年3月31日人口　４５，９４１人

（※H17.10.1　豊かな島づくり市長公室新設）

・ 職員数７３６人（本庁５５４人、支所１８２人）（教育長を含まない）

・ 課長級３０人（本庁２５課、５支所）

・ 平成19年3月31日人口　４４，９５４人

・ 職員数６９１人（本庁５２８人、支所１６３人）（教育長を含まない）

・ 課長級３１人（本庁２６課、５支所）

・ 平成20年3月31日人口　４３，９６８人

（※文化推進室新設、都市計画課廃止、管理課新設）

・ 職員数６７２人（本庁５２６人、支所１４６人）（教育長を含まない）

・ 課長級３３人（本庁２８課、５支所）

・ 平成21年3月31日人口　４３，１６３人

（※情報推進課新設、商工観光課を商工振興課と観光交流課に再編）

・ 職員数６６４人（本庁５１７人、支所１４７人）（教育長を含まない）

・ 課長級３４人（本庁２９課、５支所）

・ 平成22年3月31日人口　４２，４６６人

（※スポーツ振興課新設、松寿園指定管理、陸域出張所一部嘱託化）

・ 職員数６４５人（本庁５０６人、支所１３９人）（教育長を含まない）

・ 課長級３４人（本庁２９課、５支所）

・ 平成23年3月31日人口　４１，７６７人

・ 職員数６２９人（本庁４９６人、支所１３３人）（教育長を含まない）

・ 課長級３４人（本庁２９課、５支所）

・ 平成24年3月31日人口　４１，０７９人

（※玉之浦地区へき地保育所指定管理、離島出張所一部嘱託化）

・ 職員数６１７人（本庁４９２人、支所１２５人）（教育長を含まない）

・ 課長級３２人（本庁２７課、５支所）

・ 平成25年3月31日人口　４０，５２２人

（※市長公室、農業振興課、農林整備課を新設）

（※豊かな島づくり市長公室、企画課、文化推進室、農林課、支所総務企画課廃止）

・ 職員数６０８人（本庁４９２人、支所１１６人）（教育長は含まない）

・ 課長級３２人（本庁２８課、５支所）

・ 平成26年3月31日人口　３９，８０８人

平成20年4月1日 ６４人

平成21年4月1日 ６４人

平成23年4月1日 ６５人

職員数及び人口

平成22年4月1日

６０人

平成17年4月1日 ５９人

平成18年4月1日 ６０人

６４人

平成19年4月1日 ６１人

平成24年4月1日 ６５人

平成25年4月1日

平成26年4月1日

６６人

６５人

（検証） 
 五島市の職員数については、合併時には、本庁に５２２人、支所に２７８人、合計８００人であった。平成１７年４月１日の職員数は７８９人。

この職員数を基準に「第１次定員適正化計画」を策定し、平成２２年４月１日の職員数の目標を６４０人以下とした。同基準日の職員数は６

６４人と目標には届かなかったものの、５年間で１２５人を削減した。 
 平成２２年４月１日の職員数６６４人を基準として「第２次定員適正化計画」を策定し、平成２７年４月１日の職員数の目標を６０７人に設

定した。平成２６年４月１日の職員数は、本庁４９２人、支所１１６人、合計６０８人となっており、目標まであと１人の状況である。 
 また、職員１人あたりの人口については、平成１７年４月１日の５９人から平成２６年４月１日の６５人となっており、人口減少率を上回る

形で定員削減が図られている。 
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（４）定員適正化計画に基づく職員数の推移（上段：計画、下段：実績）

H16.8.1
（合併時点） 基準年度 １年目 ２年目 ３年目 ４年目

５年目
基準年度

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

行政職
H16.8.1

（合併時点）
H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

前年度定年退職者数 ① － － － － － － － 17 11 12 15 23
前年度早期退職 ② － － － － － － － 15 2 2 2 1
小計 ③＝①＋② － － － － － － － 32 13 14 17 24
採用者数 ④ － － － － － － － 14 7 7 7 7
対前年度増減数 ⑤＝④－③ － － － － － － － △ 18 △ 6 △ 7 △ 10 △ 17
累計増減数（H17.4.1対比） － － － － － － － △ 18 △ 24 △ 31 △ 41 △ 58

職員数 709 698 555 549 542 532 515

消防吏員
H16.8.1

（合併時点）
H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

前年度定年退職者数 ① － － － － － － － 2 2 8 4 4
前年度早期退職 ② － － － － － － － 1

小計 ③＝①＋② － － － － － － － 3 2 8 4 4
採用者数 ④ － － － － － － － 4 6 3 4 5
対前年度増減数 ⑤＝④－③ － － － － － － － 1 4 △ 5 0 1
累計増減数（H17.4.1対比） － － － － － － － 1 5 0 0 1

職員数 91 91 92 96 91 91 92

合計
H16.8.1

（合併時点）
H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

前年度定年退職者数 ① － － － － － － － 19 13 20 19 27

前年度早期退職 ② － － － － － － － 16 2 2 2 1

小計 ③＝①＋② － － － － － － － 35 15 22 21 28

採用者数 ④ － － － － － － － 18 13 10 11 12

対前年度増減数 ⑤＝④－③ － － － － － － － △ 17 △ 2 △ 12 △ 10 △ 16

累計増減数 － － － － － － － △ 17 △ 19 △ 31 △ 41 △ 57

職員数 800 789 640 647 645 633 623 607

行政職
H16.8.1

（合併時点） H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

前年度定年退職者数 ① － 10 4 14 25 7 9 17 11 6 10 14
前年度早期退職 ② － 14 21 20 25 23 10 17 25 21 19 3
小計 ③＝①＋② － 24 25 34 50 30 19 34 36 27 29 17
採用者数 ④ － 13 3 2 4 9 15 14 16 20 21 15
対前年度増減数 ⑤＝④－③ － △ 11 △ 22 △ 32 △ 46 △ 21 △ 4 △ 20 △ 20 △ 7 △ 8 △ 2
累計増減数（H17.4.1対比） － △ 11 △ 22 △ 54 △ 100 △ 121 △ 125 △ 145 △ 165 △ 172 △ 180 △ 182

職員数 709 698 676 644 598 577 573 553 533 526 518 516

消防吏員
H16.8.1

（合併時点）
H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

前年度定年退職者数 ① － 1 2 2 7 3 5 2 2 8 3 4
前年度早期退職 ② － 0 1 0 4 4 2 1 1 3

小計 ③＝①＋② － 1 3 2 11 7 7 3 2 9 6 4
採用者数 ④ － 1 2 4 12 9 3 4 6 4 5 5
対前年度増減数 ⑤＝④－③ － 0 △ 1 2 1 2 △ 4 1 4 △ 5 △ 1 1
累計増減数（H17.4.1対比） － 0 △ 1 1 2 4 0 1 5 0 △ 1 0

職員数 91 91 90 92 93 95 91 92 96 91 90 91

合計
H16.8.1

（合併時点）
H17.4.1 H18.4.1 H19.4.1 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1

前年度定年退職者数 ① － 11 6 16 32 10 14 19 13 14 13 18

前年度早期退職 ② － 14 22 20 29 27 12 18 25 22 22 3

小計 ③＝①＋② － 25 28 36 61 37 26 37 38 36 35 21

採用者数 ④ － 14 5 6 16 18 18 18 22 24 27 20

対前年度増減数 ⑤＝④－③ － △ 11 △ 23 △ 30 △ 45 △ 19 △ 8 △ 19 △ 16 △ 12 △ 9 △ 1

累計増減数 － △ 11 △ 23 △ 53 △ 98 △ 117 △ 125 △ 144 △ 160 △ 172 △ 181 △ 182

職員数 800 789 766 736 691 672 664 645 629 617 608 607

第１次計画期間 第２次計画期間

計画

実績

（検証） 
 第２次定員適正化期間中（平成２２年４月１日～平成２６年４月１日の４年間）の職員数の増減内訳をみると、定年退職者数及び早期退職者数の
合計は、計画数９３人に対し、実績数１４６人と５３人上回っており、特に早期退職者数については、計画数２２人に対し、実績数８７人と大幅に上
回る結果となった。それに伴い、採用者数は平成２３年度から平成２６年度までの４年間でみた場合、計画数５２人に対し、実績数９１人と３９人計
画を上回る採用をしている。「早期退職が多いほど新規採用が増えることから、組織の新陳代謝に効果がある」とみた場合、計画期間中に実施し
た「早期退職者への優遇措置」は効果があったといえる。 
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（５）第２次適正化計画の推進方法と実績

① 民間委託の検討・民間活力の活用

② 指定管理者制度の活用

③ 多様な人材の活用

年度 H22 H23 H24 H25 H26

数 0 14 16 50 66

年度 H22 H23 H24 H25 H26

数 134 141 147 141 134

④ 定年前早期退職者への優遇措置

H22 H23 H24 H25

18 25 22 22

8 9 15 13

⑤ 事務処理の効率化

⑥ 公務能率の向上

うち加算対象者

・支所業務の点検と選別及び組織の改編（総務企画課を廃止）

・組織の見直し（統合及び廃止）による事務の改善

・公共料金（電気・電話）の一括振込制度を導入
（Ｈ24年度から毎月481件の伝票処理減少）

・「五島市人材育成基本方針」に基づき、職員研修の充実と、職員
個々の能力開発を推進中

①定年から１０年を減じた年齢以上であること（５０歳以上）

②勤続年数が２５年以上であること

③定年に達する年度の前年度までに退職するものであること

(各年度早期退職者のうち加算措置対象者）

年度

早期退職者

　玉之浦へき地保育所、中川へき地保育所

・定数削減に併せて短時間勤務職員を活用

　任期付短時間勤務職員（任期付法５条）数の推移（4月1日現在）

　嘱託員（地公法３条３項３号）数の推移（4月1日現在）

・定年前早期退職者に対する退職手当加算措置

退職手当算定の基礎となる退職日給料月額に２％加算

推進方法 実績

・平成23年度から福江清掃センター運転管理業務を民間委託

・平成25年度から三井楽清掃センターの受入運搬業務を民間委託

・離島地区出張所の一部を嘱託化（離島を除く出張所はＨ22年度に実施済）

・平成２４年度から玉之浦地区保育所指定管理

・平成24年度から玉之浦簡易水道施設の浄水施設維持管理業務を民間委託

・平成25年度から岐宿簡易水道施設の浄水施設維持管理業務を民間委託

（検証） 
第２次定員適正化計画で示した「定員適正化の具体的な推進方法」の項目別取組実績である。以上の取組等により、定

員適正化計画の目標職員数は、達成に向け順調に推移した。 
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３　職員の状況
（１）　部門別職員数の推移(平成16年8月1日～平成26年4月1日)

合併 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ24 Ｈ25 超過

8月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 4月 人数

議　　会 10 7 7 6 6 5 5 5 5 5 5 0 5 5 0

総　　務 168 171 169 181 169 154 153 146 133 119 118 ▲ 35 86 87 32

税　　務 43 42 43 38 35 33 34 33 33 32 30 ▲ 4 23 23 9

労　　働 0 0

農林水産 76 69 62 61 53 55 57 54 54 56 57 0 31 31 25

商　　工 21 18 20 19 19 23 24 23 23 31 32 8 11 12 19

土　　木 51 48 45 47 44 42 42 40 42 39 37 ▲ 5 41 40 ▲ 1

小　　計 369 355 346 352 326 312 315 301 290 282 279 ▲ 36 197 198 84

民　　生 99 83 86 68 55 45 39 38 33 31 32 ▲ 7 40 41 ▲ 10

衛　　生 60 63 63 60 58 56 57 53 53 50 47 ▲ 10 46 46 4

小　　計 159 146 149 128 113 101 96 91 86 81 79 ▲ 17 86 87 ▲ 6

528 501 495 480 439 413 411 392 376 363 358 ▲ 53 283 285 78

86 83 79 62 58 58 61 62 61 70 70 9 69 68 2

94 95 95 97 98 100 96 97 101 95 94 ▲ 2 70 71 24

708 679 669 639 595 571 568 551 538 528 522 ▲ 46 422 424 104

26 19 19 18 16 16 16 16 16 16 17 1

37 38 38 40 38 38 36 35 32 31 27 ▲ 9

0

4 7 8 7 5 5 5 5 5 4 4 ▲ 1

25 46 32 32 37 42 39 38 38 38 38 ▲ 1

92 110 97 97 96 101 96 94 91 89 86 ▲ 10

0

0

800 789 766 736 691 672 664 645 629 617 608 ▲ 56

▲ 11 ▲ 23 ▲ 30 ▲ 45 ▲ 19 ▲ 8 ▲ 19 ▲ 16 ▲ 12 ▲ 9

▲ 11 ▲ 34 ▲ 64 ▲ 109 ▲ 128 ▲ 136 ▲ 155 ▲ 171 ▲ 183 ▲ 192

１市５町計（合併前）

一部事務組合（合併前）

合　　　計

増　　　減（単年）

増　　　減（累計）

消　　 　防

普通会計計

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院

水　　道

交　　通

そ の 他

公営企業等会計部門計

第１次適正化 類団修正値第２次適正化 第２次定
員適正
化計画
による削
減数

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

一般行政部門計

教　　 　育

下 水 道

部  門 

区  分 

（検証） 
 五島市の職員数は、第２次定員適正化計画の推進により、平成２２年４月１日から平成２６年４月１日までの４年間で５６人減少した。減

少の主な部門は、総務、衛生及び水道部門であり、支所業務の本庁集約等による支所組織のスリム化、清掃センター及び簡易水道施

設の民間委託が主な要因である。 
 また、類似団体修正値との比較においては、平成２５年４月１日で１０４人超過しており、超過している主な部門は、総務、農林水産、商

工、消防部門となっている。その主な要因は、支所・出張所の数が多いこと並びに一次産業の振興及び再生可能エネルギー推進等重要

施策の推進に係る重点配置である。しかし、五島市は全域が離島に位置し、１１の有人島を抱えるなど、他の類似団体とは比較できない

特殊な地域性を有しており、類似団体の修正値は参考としつつも、五島市の地域特性に応じた定員適正化が必要である。  

8



　※診療所医師、教育指導主事、一般任期付職員、再任用職員は除く。水産庁派遣職員は含む。

　※診療所医師、教育指導主事、現業員、消防吏員は除く。水産庁派遣職員は含む。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

～２５歳 
～３０歳 
～３５歳 
～４０歳 
～４５歳 
～５０歳 
～５５歳 
～６０歳 

～２５歳 ～３０歳 ～３５歳 ～４０歳 ～４５歳 ～５０歳 ～５５歳 ～６０歳 
女 10 15 7 10 27 19 18 21

男 16 19 26 74 63 57 52 66

（２） 一般行政職の男女別・年齢区分別職員数 

(平成26年4月1日) 

（検証） 
 ３５歳以下の職員数の割合が低くなっており、年齢構成に偏りがみられる。これは、合併後の五島市の
人口規模・財政規模に応じた適正な定員管理を進める中で、新規採用を控えたこと等によるものである。
今後は、年齢構成の歪みの解消に向け、早期退職者への優遇措置の運用等と併用し、３０歳代の職員採
用など、計画的な採用が必要である。 
 特に、女性職員は、３０歳～３５歳の割合が少なくなっている。国は男女共同参画社会の実現に向け、
「２０２０年までに指導的地位に占める女性職員の割合を３０％程度にする」ことを目標に施策を講じてい
る中、五島市も国の方針を参考に、「２０２０年までに管理監督職に占める女性職員の割合を３０％程度に
すること」を目指すうえで、管理監督職を迎える年代の女性職員が少ないことは大きな課題であり、３０歳
代女性職員の計画的な採用及び人材育成が必要である。 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

～２５歳 
～３０歳 
～３５歳 
～４０歳 
～４５歳 
～５０歳 
～５５歳 
５６歳～ 

～２５歳 ～３０歳 ～３５歳 ～４０歳 ～４５歳 ～５０歳 ～５５歳 ５６歳～ 
技術職員 4 2 5 9 10 18 14 16

事務職員 26 37 33 79 79 53 52 44

（３） 事務職員・技術職員別職員数 

（平成26年4月1日） 

（検証） 
 技術職員数は、５０歳以上の職員割合が高く、３５歳以下の職員割合は１４．１％（１１人）と事務職員の３

５歳以下の職員割合２３．８％と比べ極端に少なくなっており、高年齢化が進んでいる。将来に亘り公共事
業や災害対策を進める上で技術職員の役割は引き続き重要であり、事務職員からの任用替え、経験者・幅
広い年齢層の募集等により、将来を担う若年層の技術職員の確保が必要である。また、技術職員以外の
情報、農水部門等専門的知識を要する部門における「専門性の高い職員」の育成・確保についても、限ら
れた職員数で効率的な行政運営を行うために必要であり、長期的視点に立った戦略的な採用、育成、配置
転換を考慮する必要がある。 
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　※診療所医師、教育指導主事、一般任期付職員、再任用職員は除く。水産庁派遣職員は含む。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

～２５歳 

～３０歳 

～３５歳 

～４０歳 

～４５歳 

～５０歳 

～５５歳 

～６０歳 

～２５歳 ～３０歳 ～３５歳 ～４０歳 ～４５歳 ～５０歳 ～５５歳 ～６０歳 
消防吏員 19 23 11 13 7 4 4 9

その他職員 26 34 33 84 90 76 70 87

（４） 消防吏員年齢区分別職員数(平成26年4月1日) 

（検証） 
 消防吏員は、市民の生命財産を守るため、合併後も継続的な採用を行ったことにより、若
年層の割合が高く、組織の新陳代謝が進んでいる。 
 しかし、第２次定員適正化計画期間中においては、新消防庁舎の建設など大型事業を控え
ていたこと等により、定員適正化は進んでいない。 
 消防は、全国一律のサービス水準を確保するため、各庁舎に配備しているポンプ車や救急
車等の車両数に応じて、一定数の職員を配置しなければならない「必置規制」があるなど、定
員適正化が困難な部門であるが、五島市の人口減少が進む中、管轄人口に応じた管轄区域
の見直しによる消防署出張所の統廃合等により、法令等の範囲内で定員適正化を進める必
要がある。 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

消防吏員 91 91 90 92 93 95 91 92 96 91 90

その他職員 709 698 676 644 598 577 573 553 533 526 518

0

100

200

300

400

500

600

700

800

職員数（人） 

（５）消防吏員職員数の推移(平成１６年度～平成２６年度) 
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（６）県内自治体の部門別職員数

職員数

H25.4.1

（Ⅰ-1） （中核市）（特例市） （Ⅰ-1） （Ⅲ-1） （Ⅱ-1） （Ⅰ-1） （Ⅰ-1） （Ⅰ-1） （Ⅰ-1） （Ⅰ-0） （Ⅰ-0） （Ⅱ-0）

議　　会 5 23 14 7 9 8 5 5 5 4 5 5 5

総　　務 119 508 411 98 250 156 84 71 102 56 84 97 124

税　　務 32 151 110 19 52 37 19 18 30 14 22 23 34

労　　働 0 2 0 1 0 2 2 0

農林水産 56 83 71 30 80 36 45 25 47 37 24 45 55

商　　工 31 64 48 22 21 17 19 19 19 9 7 12 14

土　　木 39 379 254 37 88 56 36 41 33 27 26 46 37

小　　計 282 1,208 910 213 501 310 208 179 236 147 170 230 269

民　　生 31 441 214 60 119 87 43 46 72 67 36 46 64

衛　　生 50 388 335 39 63 52 20 16 61 27 35 31 72

小　　計 81 829 549 99 182 139 63 62 133 94 71 77 136

363 2,037 1,459 312 683 449 271 241 369 241 241 307 405

70 338 243 33 126 67 68 36 73 48 50 39 60

95 470 368 0 0 0 77 67 89 61 0 0 0

528 2,845 2,070 345 809 516 416 344 531 350 291 346 465

16 4 701 1 0 2 135 31 0 123 10 0 0

30 194 168 18 52 29 19 14 18 13 15 13 26

95 67 0 36 27 0 7 0 2 9 9 10

5 0 76 0 0 0 6 2 2 7 6 0

38 85 116 19 47 69 30 31 40 44 28 17 14

89 378 1,128 38 135 127 190 85 60 189 68 39 50

617 3,223 3,198 383 944 643 606 429 591 539 359 385 515

40,522 439,539 262,441 48,044 141,218 93,286 34,822 24,896 33,892 29,185 30,848 47,615 50,794

66 136 82 125 150 145 57 58 57 54 86 124 99

112 216 180 154 207 208 128 103 92 121 128 155 125職員一人当たり人口（一般行政）

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

一般行政部門計

教　　 　育

佐世保市

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院

水　　道

下 水 道

交　　通

そ の 他

公営企業等会計部門計

松浦市 対馬市

合　　　計

Ｈ25.3.31現在　人口（人）

職員一人当たり人口（全体）

部　　　門

五島市

長崎市

消　　 　防

普通会計計

壱岐市 西海市 雲仙市 南島原市

長崎県内自治体の定員管理調査の職員数　Ｈ25.4.1

（類似団体区分）

島原市 諫早市 大村市 平戸市

（検証） 
 五島市の全職員１人当たりの人口は６６人で、県内１３自治体中９番目に多く、うち類似団体（Ⅰ－１）との比較において

は、県内６自治体中２番目に多くなっている。ただし、一般行政部門職員1人当たりの人口は１１２人で、県内６類似団体中

４番目となっており、同部門の定員適正化は今後も継続的に推進する必要がある。ただし、３－（１）で記載したとおり五島

市の特殊な地域性は考慮すべきであり、五島市の地理的要因、産業構造、政策課題等に応じた定員適正化を推進する必

要がある。 
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４　人件費の状況

※１）長崎県五島市各会計歳入歳出決算報告書による。
※２）職員給とは、職員の給料及び手当（児童手当及び児童扶養手当を除く。）のことである。
※３）職員給以外とは、議員報酬手当、委員等報酬、市町村長等特別職の給与、地方公務員共済組合等負担金、
　　　退職金、恩給及び退職年金、災害補償費、社会保険料等その他人件費のことである。

（検証） 
 第２次定員適正化計画の推進により、定員削減が着実に進み、職員の人件費は減少傾向にある。 
 ※人件費削減額：H２２年度（５，５２４百万円）－H２５年度（５，１４２百万円）＝▲３８２百万円 
 ※歳出に占める人件費構成比：H２２年度（１８．２％）－H２５年度（１６．３％）＝▲１．９％ 
 しかし、第３次定員適正化計画期間中における五島市の財政状況は、第２次定員適正化計画以上に厳しくなることが

想定される。 

H２２ H２３ H２４ H２５ 

人件費 5524 5410 5315 5142

うち職員給 3368 3220 3165 3029

うち職員給以外 2156 2190 2150 2113

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000

（百万円） 

（１）人件費の推移（平成２２年度～平成２５年度） 

H２２ H２３ H２４ H２５

人件費 5524 5410 5315 5142

うち職員給 3368 3220 3165 3029

うち職員給以外 2156 2190 2150 2113

2000

2500

3000

3500

5000

5500

6000

（１）人件費の推移（平成２２年度～平成２５年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

歳出に占める人件費構成比 18.2 18.8 18.5 16.3

うち職員給構成比 11.1 11.2 11.0 9.6

うち職員給以外構成比 7.1 7.6 7.5 6.7

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

（％） 

（２）歳出に占める人件費構成比の推移 
（平成２２年度～平成２５年度） 
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５．第３次定員適正化計画について

第２次定員適正化計画

基本方針 具体的な取組

(検証結果)
１　年齢構成の偏り
（３０歳代以下職員割合の低下。特に
女性職員、技術職員で顕著）

①多様な人材の活用と適正配置

２　類似団体とは比較できない五島
市の地域特性

②高齢再任用職員の活用

３　消防大型事業の実施による消防
吏員の定員適正化の遅れ

①職員数と業務の点検

(今後の課題)
方針２
効果的かつ効率的な組織体制の構築

②組織人員体制の見直し

１　普通交付税の合併算定替の縮減
等による歳入の減少

③「公共施設の見直し」に伴う適正
な職員配置

２　人口の減少 ①人材の育成と確保

３　定員削減と組織見直しにより困難
となる市民サービス水準の維持

方針３
計画的な人材育成と人事管理

②人事評価制度の導入

③女性職員の採用・登用の拡大

方針４
五島市の地域特性や職員の勤務環境
を考慮した定員適正化

①職員の地域活動への参加と健康
確保を図るための勤務環境の整備・
改善

方針１
人件費の抑制策としての定員適正化

第３次定員適正化計画

（１）体系図
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（２）計画期間

（３）基本方針

方針１　人件費の抑制策としての定員適正化
　第３次定員適正化計画期間は、平成２７年度から５か年かけて実施される普通交付税の合併
算定替の段階的縮減期間と重複しており、義務的経費に占める割合が最も高い人件費の抑制
策として、高齢再任用職員など「多様な人材の活用と適正配置」による定員削減を行う。

方針２　効果的かつ効率的な組織体制の構築
　これまでの定員適正化の推進や国・県からの事務委譲により、職員の業務量は増加傾向にあ
るが、今後の五島市の財政状況や人口減少見込を見据え、引き続き定員適正化を推進する必
要がある。
　こうした限られた職員数においても、刻々と変化する政策課題及び市民ニーズを踏まえた迅速
な行政サービスの提供が求められることから、「最小の経費で最大の効果を挙げる組織」の実現
に向けて、既存組織の不断の見直しを行う。
　政策の重要度等を踏まえた「職員の重点配置・再配置」、個人番号制度の有効利用などＩＣＴの
更なる活用や外部委託など組織内部の業務効率化を進める。
　さらに、「統廃合を含めた事務事業の見直し」、「公共施設の見直し」、「行政主体から地域主体
への業務方法の見直し」など市民サービスに直接影響が生じる見直しについても、地域住民の
理解を得ながら積極的に取り組み、定員削減に応じた行政サービス水準の最適化と組織体制
の見直しを行う。

方針３　計画的な人材育成と人事管理
　性別・年齢に関わらず、職員の能力が最大限に反映される組織を目指して、「人事評価制度の
導入」、「職員研修の充実」「女性職員の採用・登用の拡大」による計画的な人材育成と人事管
理を実践し、目標管理型の行政運営を実現する。

方針４　五島市の地域特性や職員の勤務環境を考慮した定員適正化
　五島市は、２次離島を含む１１の有人島と５２の無人島からなる行政区域であり、他自治体を
上回る速度で進む人口減少や高齢化、離島ならではの行政サービスなど、他類似団体の職員
数と単純に比較できない地域特性を有しており、類似団体職員数を基準とした過度な職員数の
削減は、行政サービスの質的低下を招き、政策的課題に対応した施策展開に大きな制約をもた
らすこととなる。
　 また、定員合理化に伴い、職員の業務量が増加傾向にある中、職員の健康確保や地域活動
への参加機会を創出するためには、時間外勤務の削減など職員の勤務環境に留意する必要が
ある。
　 第３次定員適正化計画の推進にあたっては、類似団体の職員数を参考としつつも、こうした
「五島市の地域特性」、「職員の健康確保」、「地域活動への参加機会の創出」を考慮した定員適
正化に取り組む。
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（※２）一般行政職とは、消防吏員を除いた全ての職員

①　一般行政職
　平成２７年度から実施される普通交付税の合併算定替の段階的縮減等により、五島市の歳入
は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間において「１０．１％」の削減が見込まれている
（一般財源ベース。「Ｈ２６年度中期財政見通し」より）。
　また、五島市の人口は平成２７年から平成３２年にかけて「８．８％」の減少が見込まれている
（「国立社会保障・人口問題研究所　平成２５年３月推計値」より）。
　さらに、平成２６年７月、総務省より「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針等」の通知
において、国の各府省庁の定員は、平成２７年度以降、５年ごとに基準年度を設定し、府省全体
で５年間で「１０％以上」合理化することを基本としている。
　以上を踏まえ、五島市の財政規模及び人口規模並びに国の定員合理化の方針から総合的に
判断し、一般行政職の目標削減率は「１０．１％（５２人削減）」を基本する。
　ただし、職員の業務量が増加傾向にある中で、更なる定員削減の推進するためには、職員一
人ひとりの職務能力と意識の向上が重要となる。
　ついては、国、県、民間等への派遣職員を毎年度５名ずつ確保した中で人材育成を強化する
こととし、目標削減数は５２人－５人＝４７人（９．１％）で設定する。
　
②　消防吏員
　３－（４）（５）で示した「必置規制」のほか、高齢化の進展による急病出動件数の増加が見込ま
れる中、消防吏員の性急な定数適正化は、特別行政部門という性質上、市民の生命・財産の保
持に大きな影響をもたらす危険性を有している。
　以上を踏まえ、本計画期間における削減目標職員数は「現状維持」とする。
　しかし、五島市の厳しい財政状況や人口減少、さらに第２次定員適正化計画期間中に定員適
正化が進んでいない現状を踏まえ、中・長期的視点での組織見直しと定員適正化は推進しなけ
ればならない。
　第３次定員適正化計画期間中においては、目標職員数は現状維持としつつも、市民とのコン
センサスを図りながら、管轄人口に応じた出張所の統廃合等を積極的に検討し、組織改編並び
に定員適正化の実現を目指す。

（４）目標職員数

区　　　分

平成２７年４月１日職員数
※１　　

Ａ

削減目標職員数　　Ｃ（Ａ－Ｂ）

目標削減率　　　Ｃ／Ａ×１００

一般行政職
※２ 消防吏員 合計

６０７人

０人 ４７人

９２人 ５６０人

（５）目標職員数設定根拠

４７人

△９．１％

９２人

平成３２年４月１日目標職員数  Ｂ

５１５人

４６８人

０％ △７．８％

（※１）平成２７年４月１日職員数（Ａ）の算出方法は、第２次定員適正化計画における目標職員数による。
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①　多様な人材の活用と適正配置

　間職員、臨時職員といった非常勤職員を活用し、常勤職員は政策的業務に特化してい

　くことが必要である。

　　任期付短時間職員など、多様な人材を活用し市民サービスを維持するとともに、歳

　点検した上で、適正な配置を行う。

②　高齢再任用職員の活用

　無収入期間が発生しないよう、定年退職した者の雇用と年金の接続を図る必要がある。

　　定年退職した者を再任用するにあたっては、多様化する市民ニーズに即応するため、

　再任用職員が在職時に培った豊富な知識と経験を有効に活用することを基本として取り

　組むことにより、定員適正化への効果的な対応を図る。

方針１　人件費の抑制策としての定員適正化　

　　常勤職員の定員削減が進む中、市民サービスを確保するには、嘱託員、任期付短時

　入の削減を見据え、非常勤職員についても配属課（室）の職員配置状況、業務量等を

　　公的年金の支給開始年齢が、平成２５年度以降、段階的に引き上げられることに伴い

（６）基本方針別 具体的な取組
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方針２　効果的かつ効率的な組織体制の構築

①　職員数と業務の点検

　ある。人口減少対策、五島市の4大重点プロジェクト（椿の島づくり、世界遺産登録に

　よる地域活性化、養殖マグロを活用した地域振興、再生可能エネルギーの推進）などの

　重点施策、事務事業の執行体制などを総合的に勘案した職員数の点検を行うとともに、

　業務の内容、量、今後の推移等を点検することで、市政の課題や重要施策に対応した柔

　軟な人材配置を実現し、より一層の適正な職員数としていく。

②　組織人員体制の見直し

　行う。

　●組織別（本庁、支所、消防本部及び消防署）組織見直しの具体的な推進方法

　ａ　本庁

　　平成２６年４月１日現在、28の課（室）があるが、定員適正化を推進する中で、課

　（室）の統廃合による組織の見直しを進める必要がある。課（室）が所管する業務内容

　業務量、今後の業務の推移、係（班）の設置状況、職員数等から総合的に判断した組織

　人員体制の見直しを行う。　

　　また、個々の事業について必要性、有効性等を検証し、総合計画の政策目標等の達成

　に向け貢献度の高い事業を選択し、効果の低い事業や外部委託すべき事業など見直すこ

　とにより、効率的な行政運営を推進する。

　　さらに、平成27年度に導入される「個人番号制度の有効活用」など、ＩＣＴ化を推進

　する。

　ｂ　支所

　　支所職員数は、平成１６年８月１日現在の職員数２７８人から平成２６年４月１日現

　在の職員数１１６人に、約１０年間で１６２人（５８．３％）の削減を行ってきたとこ

　ろである。五島市における支所地域の振興は今後も引き続き重要な課題の一つであるが、

　当市の財政状況を鑑みた場合、支所組織の見直しは今後も継続して推進する必要がある。

　　本庁と同様、業務に応じた組織人員体制の見直し、業務選択、ＩＣＴ化の更なる推進

　により組織見直しを進める。

　　定員適正化を推進するためには、職員数と業務について、随時点検と見直しが必要で

　　今後の職員数の見直しにあわせ、下記の推進方法により、適正な組織へ随時見直しを
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　　また、支所は、本庁と比べ地域に密着した組織であるため、定型業務や軽作業等に従

　事する割合が高い傾向にあるが、こうした定型的な業務については、可能な限り多様な

　人材を活用することとし、一般職員は、「人口減少対策」、「支所地域振興計画」、

　「地域の絆再生事業」などの政策的業務に特化していくことで、支所力強化及び少数精

　鋭化並びに地域の雇用を創出する。

　ｃ　消防本部及び消防署

　　５－（５）「目標職員数設定根拠」で示したとおり、消防は、必置規制、救急搬送件

　数の増加予測等から定員適正化については、市民とのコンセンサス、国の規制緩和の動

　向等をみながら、中・長期的な計画により進める必要がある。

　　管轄人口及び移動時間による出張所の組織再編、高齢再任用職員の任用、救急出動を

　要さない軽傷による搬送件数を減らすことを目指した住民説明会等の実施並びにＡＥＤ

　の配置拡充及び講習開催、救急救命士の養成、ドクターカー導入事業等による医療機関

　と救急隊の連携強化など市民サービスを維持しながら組織の見直しと定員適正化を図

　るための各種取組を積極的に推進する。

③　「公共施設の見直し」に伴う適正な職員配置

　する中で、組織・定員管理についても、公共施設の見直しに応じた職員配置を行い、定

　員適正化を進める。

　ａ　これまでの定員削減に加え、地方分権により国・県の事務や責任が委譲されたこと

　　により、職員一人あたりの業務量は増加傾向にある。　　　

　　　こうした状況においても、五島市の人口減少や歳入削減の見込を考慮し、今後更に

　　職員を削減していくためには、組織内部の業務効率化とともに、統廃合を含めた事務

　　事業の見直し、公共施設の統廃合、施設の民間委譲等が必要となるが、一方でこうし

　　た見直しは、従来の行政サービス水準を継続して提供できなくなることにつながる。

　　　五島市の厳しい状況を市民に理解していただいたうえで、上記見直しを推進し、五

　　島市の財政規模や職員規模に見合った行政サービス水準の最適化を図る。

　　　また、地域の絆の再生や市民力の結集を図り、「地域でできることは地域にお願い

　　しながら、行政が担うべき業務に特化していく。」ことにより、定員適正化と組織見

　　直しの実現を目指す。

※　五島市の財政規模や職員規模に見合った市民サービス水準の最適化について

　　第３次行政改革大綱において「公共施設の見直し」が重要項目の一つと位置付けられ

　ており、公共施設の統廃合、維持管理・運営方法の見直し、民間への売却や貸付を検討
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①　人材の育成と確保

　３０代以下の若年層の割合を高め、年齢構成の歪みを解消していく。

　には、職員必須の資質及び能力の底上げ、職務や階層ごとに必要な能力を身につけると

　ともに、職員の能力段階に該当する職員を有効活用することにより、組織力を高める必

　要がある。

　　そのために、「五島市人材育成方針」に基づく、計画的な階層別研修、通信教育助成

　制度の活用、地域活動への積極的な参加促進等による職員の意識と能力向上を図る。

　　併せて、職員派遣と人事交流による職員の能力開発を推進する。

　　技術職員については、上記取組を更に戦略的に進めるとともに、定年退職者の持つ技

　術や知識を在職者に円滑に継承するため、高齢再任用職員任用の積極的な推進、業務マ

　ニュアルの整備、全庁的視点での職員配置を行い、市民サービスの確保に向けた人材育

　成と人材確保を行う。

②　人事評価制度の導入

　地方公務員について、人事評価制度の導入等により能力及び実績に基づく人事管理の徹

　底を図ることとしている。

　　当市においても、本法の趣旨に則り、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能

　力及び挙げた業績を把握した上で行われる人事評価制度を平成２８年度に導入し、これ

　を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とすることで、目標管理型組織を構築する。

　　また、職員全体の士気高揚と公務能率の向上とともに、職員の今の状態に「気づき」

　を与えるなど、「人材育成」のツールとする。

　　なお、技術職員は特に高度な専門性を要する職種であり、職員の専門的知識・技能の

　※1）定年退職者の割合は、平成２７年４月１日現在の「全職員数に占める５６歳～６０歳の職員数の割合」
　　　 を早期退職がなかったと想定して見込計上

　向上が不可欠な分野であるが、事務職員にも増して高年齢化が進んでいる。

方針３　計画的な人材育成と人事管理

　がら、計画的な採用による定員管理を行うとともに、早期退職募集の推進により、特に

　　また、定員適正化の推進により職員数が減少する中、増加する業務量に対応するため

　　平成２７年度からの５年間で１５．８％の職員が定年退職を迎える中（※１）で、市民サ

　ービスを継続していくためには、退職者の将来的な推移や年齢構成の平準化を考慮しな

　　平成２６年５月１４日、地方公務員法の一部を改正する法律が公布された。本法は、
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③　女性職員の採用・登用の拡大

　針を参考として、管理監督職員(理事、課長、課長補佐、係長）における女性職員の割合

　による能力・実績に基づく適材適所の人事を２０２０年度（平成３２年度）までに３０

　％にすることを目指し、中途採用など30歳代以下の女性職員の確保、人事評価や女性職

　員対象研修の充実等による意識改革と計画的な人材育成、女性職員の職域拡大等人事管

　理の柔軟化、育児休業等の支援充実及び利活用促進等を推進し、女性職員の採用・登用

　の拡大を図る。

　※女性職員の登用拡大計画は、５－（８）に別途記載

　う目標に関し、政府が率先垂範するため施策を講じることとしており、五島市も国の方

　において２０２０年までに、指導的地位に占める割合を少なくとも３０％程度に」とい

　　女性職員については、国の男女共同参画推進本部決定における「社会のあらゆる分野

20



①　職員の地域活動への参加と健康確保を図るための勤務環境の整備・改善

　　定員適正化の推進により、職員数が減少している中、職員が地域活動に積極的に参加

　する機会を創出するとともに、職員の健康を確保するには、職員の勤務環境を整備する

　務の縮減を図るとともに、ノー残業デー、週休日・休日勤務の振替、年休や特別休暇の

　取得を促進する。

　　また、平成２５年１２月に策定した「五島市心の健康づくり計画」に基づき、「五島

　市衛生委員会」を中心として、メンタルヘルス対策や職員間のコミュニケーションの活

　性化などの取組を全庁的に推進することにより、職員の能力を最大限に発揮できる、風

　通しの良い職場環境づくりに取り組む。

　る部下の業務マネジメント方法の見直し及び多様な人材の活用により、職員の時間外勤

　導入等による勤務時間の柔軟化、職員の意識や仕事の仕方の見直し、管理監督職員によ

方針４　五島市の地域特性や職員の勤務環境を考慮した定員適正化

　整備することが必要である。業務量に応じた組織改編、業務分担の見直し、時差出勤の
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（７）人件費の推移（平成２７年度～平成３２年度）

※１）歳入総額（一般財源）は、平成２６年度中期財政見通しによる。
※２）人件費は、平成２６年度９月補正時の常勤職員一人当たり平均の給料、職員手当及び共済費の合計額×職員見込数で算出

（人件費の推移） 
 平成２７年度から実施される普通交付税の合併算定替の段階的縮減等により、歳入総額（一般財源）
は、平成２７年度の１９，２４５百万円から平成３２年度の１７，１３６百万円に、２，１０９百万円（－１１．
０％）削減が見込まれている。（Ｈ２６年度中期財政見通し） 
 こうした厳しい財政状況下において、歳出に占める割合が最も高い人件費の削減は必要不可欠であ
る。 
 常勤職員の人件費を平成２７年度４，２６５百万円から平成３２年度の３，９３４百万円に、３３１百万円
（７．８％）削減するとともに、常勤職員の定員削減に対応する非常勤職員の配置転換については、業務
内容、業務量を把握した上で、業務に応じた適正な職員数を配置することにより、非常勤職員数の増加
を必要最小限にとどめ、人件費の抑制を図る。 
※１）人件費は、給与改定等定員適正化以外の要素が大きいため、上記「削減見込額」及び「削減見込
率」は目標値としてではなく、参考値として取り扱う。 

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

歳入総額（一般財源） 19,245 18,583 18,188 17,690 17,309 17,136

人件費 4,265 4,194 4,117 4,068 4,012 3,934
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（百万円） 

①歳入総額（一般財源）、人件費の削減見込額 

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 

歳入削減率(対Ｈ２７比較） 0% -3.4% -5.5% -8.1% -10.1% -11.0%

人件費削減率(対Ｈ２７比較） 0% -1.7% -3.5% -4.6% -5.9% -7.8%

-12%
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（％） 

②歳入総額（一般財源）、人件費の削減見込額 
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※１）管理監督職員数（理事、課長、課長補佐及び係長）は、平成26年4月1日の職員数２１５人を基準に、
　　　常勤職員数の削減割合と同じ割合で減少すると想定し、算出した。

（女性職員登用拡大計画）  
 国の基準を参考として、「２０２０年までに管理監督職に占める女性職員の割合を３０％」を達成す
るには、平成２６年４月１日現在の管理監督職女性職員数２４人を、２０２０年（平成３２年）に６０人
以上に、６年間で３６人以上増やす必要がある。 
 五島市においては、「３職員の状況－（２）一般行政職の男女別、年齢区分別職員数」で示したと
おり、計画期間中に管理監督職への登用対象となる３０歳代の割合が少ないことが、目標達成に
向けた課題となっている。 
 女性職員が働きやすい環境整備のほか、３０歳代の職員採用など計画的な人材確保を図るとと
もに、人事評価、女性職員対象研修の充実等により、重点的に人材育成を推進する。  

Ｈ26年 
4月1日 

Ｈ27年 
4月1日 

Ｈ28年 
4月1日 

Ｈ29年 
4月1日 

Ｈ30年 
4月1日 

Ｈ31年 
4月1日 

Ｈ32年 
4月1日 

常勤職員数 608 607 597 586 579 571 560

うち管理監督職員数 215 215 211 207 205 202 198

うち女性職員数 24 30 36 42 48 54 60

女性管理監督職員割合 11.2 14.0 17.1 20.3 23.4 26.7 30.3
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（８）女性職員登用拡大計画 
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　各年度別における職員の退職及び採用（任用）の見込みは、次のとおりである。

H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H32.4.1 計

定年退職者数 － 16 22 14 21 14 87

その他の退職者数 － 5 5 5 5 5 25

小計 － 21 27 19 26 19 112

採用者数 － 11 16 12 18 8 65

　うち女性職員 － 4 5 4 6 3 22

採用に占める女性割合 － 36.4% 31.3% 33.3% 33.3% 37.5% 33.8%

対前年度増減数 － -10 -11 -7 -8 -11 -47

累計増減数 － -10 -21 -28 -36 -47 －

累計増減率(％) － -1.9% -4.1% -5.4% -7.0% -9.1% －

職員数 515 505 494 487 479 468 －

定年退職者数 － 0 1 1 3 1 6

その他の退職者数 － 1 0 1 0 1 3

小計 － 1 1 2 3 2 9

採用者数 － 1 1 2 3 2 9

対前年度増減数 － 0 0 0 0 0

累計増減数 － 0 0 0 0 0 －

累計増減率(％) － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% －

職員数 92 92 92 92 92 92 －

定年退職者数 － 16 23 15 24 15 93

その他の退職者数 － 6 5 6 5 6 28

小計 － 22 28 21 29 21 121

採用者数 － 12 17 14 21 10 74

対前年度増減数 － -10 -11 -7 -8 -11

累計増減数 － -10 -21 -28 -36 -47 －

累計増減率(％) － -1.6% -3.5% -4.6% -5.9% -7.7% －

常勤職員数 607 597 586 579 571 560 －

※ 一般行政職とは、消防吏員を除いた全ての職員

※ 定年退職者数とその他の退職者数は、前年度の退職者の見込数

※ 職員数には、教育長を含まない。

※ 平成２６年１０月１日現在で見込まれる退職者により試算
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（９）　年度別・職種別採用計画
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（１）　進捗状況の公表

　　定員適正化は、「五島市行政改革大綱」における重要な取組項目の一つであること

　から、「五島市行政改革推進本部」を中心として、数値目標の達成に向けて全庁的に

　取り組んでいく。

　　また、本計画の進捗状況及び部門別職員数の状況とその主な増減理由等については、

　毎年度、広報誌、ホームページ等により公表し、市民の理解と協力を得ながら、「簡

　素で効率的な組織・機構」の実現を目指す。

（２）　計画の見直し

　　今後、国の行政機関の機構・定員管理に関する方針や地方公務員制度改革、本市の

　総合計画、第３次五島市行政改革大綱の見直しや財政状況、類似団体の職員数の削減

　状況など様々な状況変化をみたうえで、計画の見直しを行う必要性が生じた場合は、

　適宜、適切に見直しを行う。

６．終わりに
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